
議案第42号

目黒区特定個人情報の保護に関する条例

上記の議案を提出する。

平成27年9月3日

提出者目黒区長青木英
一
一

目黒区特定個人情報の保護に関する条例

（目的）

第1条この条例は、目黒区個人情報保護条例（昭和63年10月目黒区条例

第16号。以下「保護条例」という。）の特例について定めるとともに、行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成25年法律第27号。以下「法」という。）とあいまって、個人番号その

他の特定個人情報の取扱いの適正を図り、自己の特定個人情報に係る区民の

権利を保障することを目的とする。

（定義）

第2条この条例における用語の意義は、法で使用する用語の例による。

（適用除外等）

第3条個人番号その他の特定個人情報については、保護条例第9条、第12

条、第12条の2，第14条、第15条、第17条から第26条まで、第2

7条から第30条まで及び第41条の規定は適用しないものとし、保護条例

第8条第1項第5号の規定の適用については、同号中「個人情報ファイル（

記録される個人の数が規則で定める数に満たないものを除く。）」とあるの

は、「特定個人情報ファイル（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第9項に規

定する特定個人情報ファイルをいう。）」とする。

（利用目的等の明示）

第4条個人番号利用事務等実施者(法第10条第1項の規定により個人番号

舌

一

I

－1－



｛

’

利用事務等の全部又は一部の再委託を受けた者を含む。）は、法第14条第

1項の規定により本人から個人番号の提供を受けるときは、本人に対し、そ

の利用の目的及び根拠を明らかにしなければならない。

（従事者の義務）

第5条個人番号利用事務等に従事する者又は従事していた者は、その業務に

関して知り得た特定個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利

用してはならない。

（委託）

第6条実施機関（区長及び教育委員会をいう。以下同じ。）は、個人番号利

用事務等の全部又は一部を外部に委託しようとするときは、あらかじめ目黒

区情報公開・個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴く

ものとする。

（利用の制限）

第7条実施機関は、保護条例第8条の規定により登録された業務に係る保有

特定個人情報（実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した特定個人情報

であって、当該実施機関の職員が組織的に利用するものとして当該実施機関

が保有しているものをいう。以下同じ｡）について、当該業務の目的の範囲

を超えて、自ら利用してはならない。

2前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場

合においては、保有特定個人情報を当該業務の目的の範囲を超えて､自ら利

用することができる。

（1）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人

の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるとき。

（2）目黒区個人番号の利用に関する条例（平成27年9月目黒区条例第

号）第3条第2項の規定によるとき。

3実施機関は、前項第1号に掲げる場合に該当し、保有特定個人情報を当該

業務の目的の範囲を超えて自ら利用する場合において、当該利用が本人又は
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第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、当該

利用をすることができない。

4実施機関は、第2項の規定による利用をしたときは、実施機関が定める事

項を記録しておかなければならない。

（開示の請求）

第8条区民等（保有特定個人情報において識別され、又は識別され得る当該

個人をいう。以下同じ。）は、実施機関が保有する自己を本人とする保有特

定個人情報の開示を請求することができる。

2未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人

（以下「代理人」と総称する。）は、本人に代わって前項の規定による開示

の請求（以下「開示請求」という。）をすることができる。

（訂正の請求）

第9条区民等は、実施機関が保有する自己を本人とする保有特定個人情報に

ついて事実に関する部分に誤り又は不正確な内容があるときは、当該保有特

定個人情報の訂正を請求することができる。

2代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求（以下「訂正請求」

という。）をすることができる。

（消去等の請求）

第10条区民等は､保護条例第6条の規定に反し、若しくは保護条例第8条

第1項から第3項までの規定によらないで自己を本人とする保有特定個人情

報が収集されたとき又は法第20条の規定に反し自己を本人とする保有特定

個人情報が収集され、若しくは保管されているときは、当該保有特定個人情

報の消去を請求することができる。

2区民等は、法第28条の規定に反して作成された特定個人情報ファイルに

自己を本人とする保有特定個人情報が記録されたときは、当該保有特定個人

情報の削除を請求することができる。

3代理人は､本人に代わって前2項の規定による消去又は削除（以下「消去
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等」という。）の請求（以下「消去等請求」という。）をすることができる。

（利用等の中止の請求）

第11条区民等は、第7条第1項から第3項までの規定に反し自己を本人と

する保有特定個人情報の利用がされているとき又は法第19条の規定に反し

自己を本人とする保有特定個人情報の提供がされているときは、当該利用又

は提供の中止を請求することができる。

2代理人は、本人に代わって前項の規定による利用又は提供（以下「利用等」

という。）の中止の請求（以下「利用等中止請求」という。）をすることが

できる。

（請求の方法）

第12条開示請求、訂正請求、消去等請求又は利用等中止請求（以下「開示

請求等」という。）をしようとする者は、実施機関に対し、本人又は代理人

であることを明らかにして、次に掲げる事項を記載した請求書を提出しなけ

ればならない。

（1）氏名及び住所

（2）請求に係る保有特定個人情報を特定するために必要な事項

(3)請求の趣旨（開示請求にあっては、記載することを要しない。）

（4）前3号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項

2実施機関は、前項の請求書に形式上の不備があると認めるときは､当該開

示請求等をした者に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることがで

きる。この場合において、実施機関は、補正の参考となる情報を提供するよ

う努めなければならない。

（保有特定個人情報の開示義務）

第13条実施機関は、開示請求があったときは、当該開示請求に係る保有特

定個人情報に次の各号のいずれかに該当する情報が含まれている場合を除き、

､当該保有特定個人情報を開示しなければならない。

（1）法令の規定により開示しないこととされているもの
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（2）他人（自己と同一の世帯に属する者以外の者をいう。）の個人番号

（3）個人の評価、診断、判定、指導、相談、推薦、選考等に関するものであ

って、本人に知らせないことが正当であると認められるもの

（4）取締り、調査、交渉、照会、争訟等に関するものであって、開示するこ

とにより実施機関の公正又は適正な行政執行を著しく妨げるおそれがある

と認められるもの

（5）開示することにより、第三者の権利利益を侵害するおそれがあると認め

られるもの

（6）本人に代わって代理人により開示請求がなされた場合であって、開示す

ることにより、当該本人の利益に反すると認められるもの

2実施機関は、開示請求に係る保有特定個人情報に前項各号のいずれかに該

当する部分がある場合において、その部分を容易に、かつ、当該開示請求の

趣旨を損なわない程度に合理的に分離できるときは、その部分を除いて当該

保有特定個人情報を開示しなければならない。

3開示請求に係る保有特定個人情報に第1項第5号の情報（開示請求をした

者（第8条第2項の規定により代理人が本人に代わって開示請求をした場合

には、当該本人。以下この項及び第16条第1項において同じ｡）以外の特

定の個人を識別することができるものに限る。）が含まれている場合におい

て、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の開示請求をした者以外の特定

の個人を識別することができることとなる記述等の部分を除くことにより、

開示しても、開示請求をした者以外の個人の権利利益が侵害されるおそれが

ないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれな

いものとみなして、前項の規定を適用する｡

4実施機関は、開示請求に係る保有特定個人情報に第1項第3号及び第4号

に掲げる情報が含まれる場合であっても、個人の権利利益を保護するため特

』に必要があると認めるときは、当該保有特定個人情報を開示することができ

る。
！
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5開示請求に対し、当該開示請求に係る保有特定個人情報が存在しているか

否かを答えるだけで、第1項各号に掲げる情報を開示することとなるときは、

実施機関は、当該保有特定個人情報の存否を明らかにしないで、当該開示請

‘求を拒否することができる。

（保有特定個人情報の訂正等の義務）

第14条実施機関は、訂正請求、消去等請求又は利用等中止請求があった場

合において、これらの請求に理由があると認めるときは、当該保有特定個人

情報の訂正、消去等又は利用等の中止をしなければならない。

（請求に対する決定等）

第15条実施機関は、開示請求等があったときは、当該開示請求等があった

日から起算して、開示請求にあっては15日以内に、訂正請求、消去等請求

及び利用等中止請求にあっては20日以内に、当該開示請求等に対する可否

を決定し、その旨を書面により速やかに当該開示請求等をした者に通知しな

ければならない。ただし、第12条第2項の規定により補正を求めた場合に

あっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。

2前項の場合において、当該保有特定個人情報の全部又は一部について開示、

訂正、消去等又は利用等の中止をしないこと（第13条第5項の規定により

拒否すること及び当該開示請求等に係る保有特定個人情報を保有していない

ことにより拒否することを含む。）と決定したときは、その理由(その理由

がなくなる期日を明示できるときはその理由及びその期日）を併せて通知し

なければならない。

3実施機関は、やむを得ない理由により、第1項に規定する期間内に開示請

求等に係る決定をすることができないときは、当該開示請求等があった日か

ら60日を限度として、その期間を延長することができる。

4実施機関は､前項の規定により第1項に規定する期間を延長した場合であ

って、当該延長された期間内に開示請求等に係る決定をすることができない

と認めるときは、当該開示請求等をした者の同意がある場合に限り、更に3
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0日を限度として、その期間を延長することができる。

5前2項の規定による期間の延長を行う場合において、実施機関は､開示請

求等をした者に対し、当該延長の理由及び開示請求等に係る決定をすること

ができる時期を書面により通知しなければならない。

（第三者保護に関する手続）

第16条実施機関は、開示請求に係る保有特定個人情報に区及び開示請求を

した者以外のもの（以下この条において「第三者」という。）に関する情報

が含まれているときは、当該開示請求に係る決定に先立ち、当該情報に係る

第三者に対し、当該第三者に関する情報の内容その他実施機関が定める事項

を通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。

2実施機関は、前項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が

当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場

合において、当該情報が含まれている保有特定個人情報を開示する旨の決定

（以下「開示決定」という。）をするときは、開示決定の日と開示を実施す

る日との間に少なくとも2週間を置かなければならない。この場合において、

実施機関は、開示決定後直ちに、当該意見書を提出した第三者に対し、開示

決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を書面により通知しなけ

ればならない。

（決定後の手続）

第17条実施機関は、第15条第1項の規定により開示し、訂正し、消去等

をし、又は利用等の中止をすることと決定したときは、速やかに開示し、訂

正し、消去等をし､.又は利用等の中止をしなければならない。

2実施機関は、第15条第1項の規定により、訂正し、消去等をし、又は利

用等の中止をすることと決定したときは､その旨を当該保有特定個人情報の

提供を受けている区の機関以外のものに対し通知しなければならない。

(開示の方法）

第18条実施機関は、前条第1項の規定により保有特定個人情報を開示する
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ときは、閲覧、写しの交付又は視聴の方法により開示しなければならない。

この場合において、保有特定個人情報の記録媒体の種類、性質及び状態に応

じた開示の方法は、規則で定める。

2実施機関は、閲覧又は視聴の方法による保有特定個人情報の開示をする場

合にあっては、当該保有特定個人情報の記録媒体を汚損し、又は破損するお

それがあると認めるときその他相当の理由があるときは、前項の規定にかか

わらず、当該媒体の写しを閲覧させ、又は視聴させることができる。

（救済の手続）

第19条この条例の規定による処分に係る救済の手続については、保護条例

第27条から第27条の3までの規定を準用する。この場合において、保護

条例第27条第1項第2号ただし書及び第27条の2第3号中「反対意見書」

とあるのは「目黒区特定個人情報の保護に関する条例（平成27年9月目黒

区条例第号）第16条第2項に規定する反対の意思を表示した意見書」

、と、保護条例第27条第1項第5号中「利用中止請求」とあるのは「利用等

中止請求」と、｢利用中止を」とあるのは「利用等の中止を」と、保護条例

第27条の3中「第24条の2第2項」とあるのは「目黒区特定個人情報の

保護に関する条例第16条第2項」と読み替えるものとする。

（手数料等）

第20条この条例の規定に基づく保有特定個人情報の開示、訂正、消去等及

び利用等の中止に係る手数料は、無料とする。

2この条例の規定に基づき保有特定個人情報の開示を行う場合で保有特定個

人情報の写しの交付を行うときにおける当該写しの作成に要する費用は、当

該開示請求をした者の負担とする。

（他の法令との調整）

第21条実施機関は、他の法令の規定により、訂正し、消去等をし、又は利

用等の中止をすることができる保有特定個人情報については、この条例の規

定による保有特定個人情報の訂正、消去等又は利用等の中止を行わない。

－8－

ー



ー

（運用状況の報告及び公表）

第22条区長は、毎年、この条例の運用状況について審議会に報告するとと

もに、区民に公表するものとする。

（委任）

第23条この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が定める。

（過料）

第24条偽りその他不正の手段により、開示決定に基づく保有特定個人情報

の開示を受けた者は、50，000円以下の過料に処する。

付則

（施行期日）

1この条例は、平成27年10月5日から施行する。

（目黒区情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改正）

2目黒区情報公開・個人情報保護審議会条例（昭和63年10月目黒区条例

第17号）の一部を次のように改正する。

第2条第1項中「及び目黒区個人情報保護条例」を「、目黒区個人情報保

護条例」に改め、「第2条第4号」の次に「及び目黒区特定個人情報の保護

に関する条例（平成27年9月目黒区条例第号）第6条」を、「、保護

条例」の次に「又は目黒区特定個人情報の保護に関する条例」を加え、同項

に次の1号を加える。

（3）特定個人情報保護評価に関する規則（平成26年特定個人情報保護委

員会規則第1号）第7条第4項に規定する事項

（目黒区情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正）

3目黒区情報公開・個人情報保護審査会条例（昭和63年10月目黒区条例

第18号）の一部を次のように改正する。

第1条中「第27条第1項」の次に「（目黒区特定個人情報の保護に関す

る条例（平成27年9月目黒区条例第号）第19条において準用する場

合を含むd)」を加える。
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(説明）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成25年法律第27号）が施行されることに伴い、区が保有する

特定個人情報の保護に係る規定及び開示請求等の手続に係る規定を定めると

ともに、目黒区情報公開・個人情報保護審議会の所掌事項を見直し、併せて

目黒区情報公開・個人情報保護審議会条例等の規定の整備を行うため、条例

制定の必要を認め、この案を提出します。
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資料

1目黒区情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改正（付則第2項関係）新旧対照表 （‐は、改正点）

付則第2項による改正案

(所掌事項）

第2条審議会は、目黒区情報公開条例（平成12年12月目黒区条例第5

8号）第2条第2号≦目黒区個人情報保護条例（昭和63年10月目黒区

条例第16号。以下「保護条例」という。）第2条第4号及び目黒区特定

週ム債謹里医謹呈雌全図_座虚_且Z¥9H_且呈区全図皇－塾_篭_且

全に規定する実施機関の諮問に応じ、保護条例又は目黒区特定個人情報の

保護に関する条例の規定により実施機関がその意見を聴くこ ととされた事

項のほか、次の事項について、審議し、答申する。

(1)．（2）（現行に同じ。）

(3)特定個人情報保護評価に関する規則（平成26年特定個人情報保護委

員会規則第1号）第7条第4項に規定する事項

2（現行に同じ。）
■

現 行条例

(所掌事項）

第2条審議会は、目黒区情報公開条例（平成12年12月目黒区条例第5

8号）第2条第2号盈ぴ目黒区個人情報保護条例（昭和63年10月目黒

区条例第16号。以下「保護条例」という。）第2条第4号に規定する実

施機関の諮問に応じ、保護条例の規定により実施機関がその意見を聴くこ

ととされた事項のほか、次の事項について、審議し、答申する。

(1)．（2）（省略）

2（省略）

2目黒区情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正（付則第3項関係）新旧対照表 （ は、改正点）
－

付則第3項による改正案 現行条例



（設置）（設置）

第1条目黒区情報公開条例（平成12年12月目黒区条例第58号）第1第1条目黒区情報公開条例（平成12年12月目黒区条例第58号）第1

8条第1項及び目黒区個人情報保護条例（昭和63年10月目黒区条例第8条第1項及び目黒区個人情報保護条例（昭和63年10月目黒区条例第

16号）第27条第1項（目黒区特定個人情報の保護に関する条例(平成16号）第27条第1項の規定による諮問に応じて審査させるため､区長

の付属機関として、目黒区情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会

上の規定による諮問に応じて審査させるため、区長の付属機関として、目」という。）を設置する。

黒区情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）を設置す

る。

年＄● 仏心


